
今後の推進体制

　平成17年度は22項目について取組みを進めてきましたが、平成18年度は合計47項目
について取り組んでいます。今後も行財政改革推進本部を中心に全庁的に進めていきま
す。

主な内容・平成17年度取組みの達成率

行政の担うべき役割の重点化 行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織

①民間委託等の推進
　（２項目）
②指定管理者制度の活用
③公営企業・公社等の健全
　経営の推進（２項目）
④地域協働の推進（２項目）

①責任と権限の明確化
　及び意思形成過程の
　簡素化
②住民ニーズ捕捉の
　機能強化

定員管理及び給与の適正化 人材育成の推進

①定員管理の適正化
　（２項目）
②給与の適正化
③定員・給与等状況の
　公表等

①新しい人事評価
　システムの導入
②研修の充実（２項目）

公正の確保と透明性の向上 電子自治体の推進

①行政評価制度の確立 ①ＩＣＴ(情報通信技術)を
　活用した業務改革
②情報受発信機能の
　強化

平成17年度取組みの達成率 95.7％ 100.0％

77.5％ 70.0％

80.0％ 90.0％

自主性・自立性の高い財政運営の確保

①財政健全化
　（２項目）
②補助金等の整理
　合理化

56.7％

全 体 平 均

82.7％

◆合計22項目の全体平均

　市では、行財政改革を推進するために、
「行財政改革大綱」を策定し、平成21年
度までの具体的な取組みを明示した「集中
改革プラン」に基づいて、事業を推進して
きました。今号では平成17年度の取組み
の実績をお知らせします。

[行財政改革大綱に
基づく集中改革
プラン行動計画]
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